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各 位 

会 社 名 Ｈ ａ ｍ ｅ ｅ 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 樋 口  敦 士 

 （コード番号： 3 1 3 4  東証第一部） 

問 合 せ 先 執行役員ＣＦＯ 冨 山  幸 弘 
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住信ＳＢＩネット銀行株式会社との 

ＥＣ事業者向けオンライン融資等の検討に係る基本合意書締結のお知らせ 

 

 

当社は、住信ＳＢＩネット銀行株式会社（本社：東京都港区、代表取締役： 円山法昭、以下「住信ＳＢＩ

ネット銀行」という。）と、2019年 10月 29日付で、ＥＣ事業者向けオンライン融資等の検討に係る基本合意

書（以下、基本合意）を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．基本合意の理由 

当社は、「クリエイティブ魂に火をつける」をビジョンに掲げ、提供するプロダクトとサービスを通して

「顧客体験価値の最大化」を目指しております。プラットフォーム事業においては、クラウド（ＳａａＳ）

型ＥＣプラットフォーム「ネクストエンジン」に蓄積したデータ基盤を活用し新規事業、新規市場への拡張

を進めております。 

一方、住信ＳＢＩネット銀行は、預金総額５兆円、口座数 360万口座を誇る日本屈指のインターネット

専業銀行です。近年では「NEOBANK®」事業戦略を推進するほか、フィンテック企業との業務提携やＡＩなど

の先進技術の導入を積極的に取組んでおり、最先端のＩＴ基盤を活用した、より利便性の高い次世代金融

サービスを創出しています。 

今般、住信ＳＢＩネット銀行からの NEOBANK®に関する提案に基づいて検討を重ねた結果、それぞれが有

する経営資源やノウハウの活用により、両社の企業価値および社会の利便性向上に繋がる新たなフィンテッ

ク事業の創出を期待して、ＥＣ事業者向けオンライン融資等の検討に係る基本合意に至りました。 

 

 

２．基本合意の内容 

基本合意において、当社と住信ＳＢＩネット銀行は、当社が提供する「ネクストエンジン」の受注・在

庫等の情報と、住信ＳＢＩネット銀行の有するＡＩテクノロジーや与信ノウハウを用いることにより、利用

者の資金調達等の財務活動に関して、新たな顧客体験を提供するサービスの創出を行い、利用者がより生産

性の高い業務に集中できるような世界の実現を目指すことに合意しております。 

基本合意の内容に基づき、ＥＣ事業者向けオンライン融資サービスの展開に向け、10月 29日よりフィジ

ビリティ調査を開始いたします。 
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３．住信ＳＢＩネット銀行株式会社の概要 

（1） 名 称 住信ＳＢＩネット銀行株式会社 

（2） 所 在 地 東京都港区六本木一丁目６番１号 

（3） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 藤田 万之葉 

代表取締役社長 円山 法昭 

（4） 事 業 内 容 インターネット専業銀行 

（5） 資 本 金 31,000百万円 

（6） 設 立 年 月 日 1986年６月３日※ 

（7） 大株主及び持株比率 
三井住友信託銀行株式会社 

ＳＢＩホールディングス株式会社 

50.00％ 

50.00％ 

（8） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

（9）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財務状況 

決算期 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期 

連結純資産 83,037百万円 92,956百万円 106,955百万円 

連結総資産 4,436,278百万円 5,039,994百万円 5,559,695百万円 

１株当たり連結純資産 55,066.79円 61,644.89円 70,928.54円 

連結経常収益 57,872百万円 61,158百万円 68,104百万円 

連結経常利益 14,700百万円 15,474百万円 17,817百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
9,873百万円 10,447百万円 11,975百万円 

１株当たり連結当期純利益 6,547.82円 6,928.00円 7,941.61円 

１株当たり配当金 －円 －円 －円 

※住信ＳＢＩネット銀行の事業開始日は、2007年９月 24日であります。 

 

 

４．日程 

（1） 取締役会決議日 2019 年 10 月 29 日 

（2） 基本合意書締結日 2019 年 10 月 29 日 

（3） フィジビリティ調査開始時期 2019 年 10 月 29 日 

 

 

５．業績に与える影響 

本件による当期連結業績に与える影響につきましては、軽微であると見込んでおりますが、その見込に

変化が生じました時には、速やかに公表いたします。 

 

 

以 上 

 


